落札者様へ  
契約書の作成について
　この度はお世話になります。契約後はその内容に沿って適正な成果が上がるようにお願いします。
　契約書については、次の内容を参照したうえで、町ホームページより該当する様式をダウンロードして作成願います。
	 工
 事
	 コン
 サル
	 その
 他
	内　　　容

	 ○
	 ○
	 ○
	 １　作成提出期限
 　契約書は落札日を含め５日以内（土日祝日を含む）に契約書を作成し提出して下さい。

	 ○
	 ○
	 ○
	 ２　表紙の作成
 （１）契約日は落札日を記入。

	 ○
	 ○
	 ○
	 （２）工期（履行期間）は契約日の翌日からとし、期間の記入場所がある場合は通算期間を記
 　　入。

	 ○
	
	
	 （３）契約保証金
 　（ア）建設工事で請負額が５００万円（税込み）以上の場合

	
	
	
	
	 選択する契約保証方法
	    記入方法
	 参考
	

	
	
	
	
	 契約保証金（現金）
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	
	

	
	
	
	
	 金融機関等保証
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	 東日本
	

	
	
	
	
	 公共工事履行保証証券
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	
	
	
	
	 履行保証保険
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	
	
	
	

	 ○
	
	
	 　（イ）建設工事で請負額が５００万円未満（税込み）である場合
 　　　　「免除」と記入。また，約款の第４条を削除するため，第４条全体に英語のＺを書くようにボールペン等で抹消し，欄外に「第４条削除」又は「第４条全文削除」と記載し左側に代表者印を押印すること。

	
	 ○
	 ○
	 　（ウ）委託業務は「免除」と記入。

	 ○
	 ○
	 ○
	 （４）収入印紙（消費税及び地方消費税を除いた額に課税）
 　
（ア）建設工事請負契約書　　　　　　　　　金額に応じて貼付して割印
 　（イ）建設コンサルタント業務委託契約書　　　　〃
 　（ウ）委託契約書　　　　　　　　　　　　　　　〃
 　（エ）賃貸借契約書　　　　　　　　　　　　貼付しない
 　（オ）物品売買契約書　　　　　　　　　　　　　〃
 　　 

	 ○
	
	
	 ３　建設工事の仲裁合意書
 　　建設工事末紙の仲裁合意書の２箇所ある日付を契約日と同じに記入。県知事及び国交省の建設業許可を受けている場合でも、茨城県建設工事紛争審査会とさせていただきます。

	 ○
	 ○
	 ○
	 ４　綴じ方
 　契約書は複数を綴じるので、背の部分を袋綴じにして割印をして下さい。
 　順番は　　建設工事　　　　　　　　表紙　約款　仲裁合意書
 　　　　　　建設工事（建設リサイクル法適用）　   表紙　約款　備考別表１～３　仲裁合意書
 　　　　　　建設コンサルタント委託　表紙　約款
                                                                     など。

	 ○
	
	
	 ５　その他の注意点
 　建設リサイクル法対象工事は、工事担当課へ説明書の提出後、契約書を財政課に提出し
 て下さい。この場合の契約日は落札日から５日以内で説明書の提出日以降になります。
（なお、再資源化等が完了しましたら再資源化等報告書を工事主管課へ提出下さい。）


　◎　問合せ先　茨城町総務企画部財政課契約管財Gまで　０２９－２４０－７１２３
落札者様へ   
建設工事請負契約書作成（建築物以外）について　　　　　　
　　
　この度はお世話になります。契約後はその内容に沿って適正な成果が上がるようにお願いします。

　契約書については、次の内容を参照したうえで、町ホームページより該当する様式をダウンロードして作成願います。
１．契約手続きについて
（１）この工事は建設リサイクル法の対象工事になりますので、まず最初にコンクリート等廃棄物をどのよう
に再資源化等していくのかを次の書類で工事主管課へ提出、説明してください。
　　　　・　説明書（様式第１号の２（第７条の２））
　　　　・　別表３等
（２）契約保証金の納付方法を決めて、手続きして下さい。当町では、請負金額５００万円以上の建設工事に
は契約保証金の納付を求めています。選択肢としては、契約保証金（現金）、金融機関等保証（東日本
建設業保証㈱　等）、公共工事履行保証証券（損保）、履行保証保険（損保）があります。
（３）説明書提出日と同日以降で落札日から５日以内（土日祝日含める）に次の表を参考に契約書を作成し
て、財政課に提出して下さい。
	 建設工事請負契約書（表紙）の作成について
 　１　工事名　　　　入札通知書と同じ
 　２　工事場所　　　入札通知書と同じ
 　３　工　期　　　　契約日の翌日から入札通知書又は金抜き設計書に記載される期限、
 　　　　　　　　　　そして通算日数を記入
 　４　請負代金額　　税込み請負額
 　　　消費税の額　　消費税額
 　５　契約保証金　　請負代金額の１０分の１以上の額、或いは「免除」と記入（表１による）
 　・　契約日は１（３）による。
 　・　収入印紙は消費税及び地方消費税を除いた額に応じた金額のものを右上に貼付し、割印。
 　・　受注者欄には住所、氏名を記入し、押印

	  表１
	 選択する契約保証方法
	    記入方法
	 参考
	

	
	 契約保証金（現金）
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	
	

	
	 金融機関等保証
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	 東日本
	

	
	 公共工事履行保証証券
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	
	 履行保証保険
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	

	 備考別表３について
 　１．解体工事に要する費用は、アスファルト・コンクリート等を分別解体及び積み込み費用
 　２．再資源化等に要する費用は、アスファルト・コンクリート等の処分等に要する費用
 　３．分別解体等の方法は、１（１）で工事主幹課に説明した別表３の「工程ごとの作業内容及び解体方法」を転記
 　４．再資源化等をする施設の名称及び所在地を記入

	 仲裁合意書
 　・　工事名、工事場所は入札通知書と同じ
 　・　２ヶ所ある日付は契約日と同じに記入
 　・　管轄審査会は、県知事及び国交省の建設業許可を受けている場合でも、茨城県建設工事紛争審査会とさせていただきます。
 　・　受注者欄には住所、氏名を記入し、押印

	 綴じ方
 　契約書は複数を綴じるので、背の部分を袋綴じにして割印をして下さい。
 　順番は　　１．建設工事請負契約書（表紙）　２．約款　３．備考別表３　４．仲裁合意書

	 その他
 　建設リサイクル法対象について、再資源化等が完了しましたら再資源化等報告書を工事主管課へ提出


· 不明な点などがあれば，茨城町財政課契約管財Ｇまでお問い合わせ下さい。

　℡０２９－２４０－７１２３

落札者様へ
建設工事請負契約書作成（建築物解体）について　　　　　　
　

　この度はお世話になります。契約後はその内容に沿って適正な成果が上がるようにお願いします。

　契約書については、次の内容を参照したうえで、町ホームページより該当する様式をダウンロードして作成願います。
１．契約手続きについて
（１）この工事は建設リサイクル法の対象工事になりますので、まず最初にコンクリート等廃棄物をどのよう

に再資源化等していくのかを次の書類で工事主管課へ提出、説明してください。
　　　　　・　説明書（様式第１号の２（第７条の２））
　　　　　・　別表１　等
（２）契約保証金の納付方法を決めて、手続きして下さい。当町では、請負金額５００万円以上の建設工事に

は契約保証金の納付を求めています。選択肢としては、契約保証金（現金）、金融機関等保証（東日本

建設業保証㈱　等）、公共工事履行保証証券（損保）、履行保証保険（損保）があります。
（３）説明書提出日と同日以降で落札日から５日以内（土日祝日含める）に次の表を参考に契約書を作成し

て、財政課に提出して下さい。
	建設工事請負契約書（表紙）の作成について
 　１　工事名　　　　入札通知書と同じ
 　２　工事場所　　　入札通知書と同じ
 　３　工　期　　　　契約日の翌日から入札通知書又は金抜き設計書に記載される期限、
 　　　　　　　　　　そして通算日数を記入
 　４　請負代金額　　税込み請負額
 　　　消費税の額　　消費税額
 　５　契約保証金　　請負代金額の１０分の１以上の額、或いは「免除」と記入（表１による）
 　・　契約日は１（３）による。
 　・　収入印紙は消費税及び地方消費税を除いた額に応じた金額のものを右上に貼付し、割印。
 　・　受注者欄には住所、氏名を記入し、押印

	  表１
	 選択する契約保証方法
	    記入方法
	 参考
	

	
	 契約保証金（現金）
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	
	

	
	 金融機関等保証
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	 東日本
	

	
	 公共工事履行保証証券
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	
	 履行保証保険
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	

	 備考別表１について
 　１．解体工事に要する費用は、アスファルト・コンクリート等を分別解体及び積み込み費用
 　２．再資源化等に要する費用は、アスファルト・コンクリート等の処分等に要する費用
 　３．分別解体等の方法は、１（１）で工事主幹課に説明した別表１の「工程ごとの作業内容及び解体方法」を転記
 　４．再資源化等をする施設の名称及び所在地を記入

	 仲裁合意書
 　・　工事名、工事場所は入札通知書と同じ
 　・　２ヶ所ある日付は契約日と同じに記入
 　・　管轄審査会は、県知事及び国交省の建設業許可を受けている場合でも、茨城県建設工事紛争審査会とさせていただきます。

 　・　受注者欄には住所、氏名を記入し、押印

	 綴じ方
 　契約書は複数を綴じるので、背の部分を袋綴じにして割印をして下さい。
 　順番は　　１．建設工事請負契約書（表紙）　２．約款　３．備考別表１　４．仲裁合意書

	 その他
 　建設リサイクル法対象について、再資源化等が完了しましたら再資源化等報告書を工事主管課へ提出


· 不明な点などがあれば，茨城町財政課契約管財Ｇまでお問い合わせ下さい。

　℡０２９－２４０－７１２３

落札者様へ
建設工事請負契約書作成（建築物に係る新築工事等）について　　　　　　
　

　この度はお世話になります。契約後はその内容に沿って適正な成果が上がるようにお願いします。

　契約書については、次の内容を参照したうえで、町ホームページより該当する様式をダウンロードして作成願います。
１．契約手続きについて
（１）この工事は建設リサイクル法の対象工事になりますので、まず最初にコンクリート等廃棄物をどのよう

に再資源化等していくのかを次の書類で工事主管課へ提出、説明してください。
　　　　　・　説明書（様式第１号の２（第７条の２））
　　　　　・　別表２　等
（２）契約保証金の納付方法を決めて、手続きして下さい。当町では、請負金額５００万円以上の建設工事に

は契約保証金の納付を求めています。選択肢としては、契約保証金（現金）、金融機関等保証（東日本

建設業保証㈱　等）、公共工事履行保証証券（損保）、履行保証保険（損保）があります。
（３）説明書提出日と同日以降で落札日から５日以内（土日祝日含める）に次の表を参考に契約書を作成し

て、財政課に提出して下さい。
	建設工事請負契約書（表紙）の作成について
 　１　工事名　　　　入札通知書と同じ
 　２　工事場所　　　入札通知書と同じ
 　３　工　期　　　　契約日の翌日から入札通知書又は金抜き設計書に記載される期限、
 　　　　　　　　　　そして通算日数を記入
 　４　請負代金額　　税込み請負額
 　　　消費税の額　　消費税額
 　５　契約保証金　　請負代金額の１０分の１以上の額、或いは「免除」と記入（表１による）
 　・　契約日は１（３）による。
 　・　収入印紙は消費税及び地方消費税を除いた額に応じた金額のものを右上に貼付し、割印。
 　・　受注者欄には住所、氏名を記入し、押印

	  表１
	 選択する契約保証方法
	    記入方法
	 参考
	

	
	 契約保証金（現金）
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	
	

	
	 金融機関等保証
	 その額を契約書に記載（請負額の１０分の１以上）
	 東日本
	

	
	 公共工事履行保証証券
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	
	 履行保証保険
	 「免除」と記載
	 損　保
	

	

	 備考別表２について
 　１．解体工事に要する費用は、アスファルト・コンクリート等を分別解体及び積み込み費用
 　２．再資源化等に要する費用は、アスファルト・コンクリート等の処分等に要する費用
 　３．分別解体等の方法は、１（１）で工事主幹課に説明した別表１の「工程ごとの作業内容及び解体方法」を転記
 　４．再資源化等をする施設の名称及び所在地を記入

	 仲裁合意書
 　・　工事名、工事場所は入札通知書と同じ
 　・　２ヶ所ある日付は契約日と同じに記入
 　・　管轄審査会は、県知事及び国交省の建設業許可を受けている場合でも、茨城県建設工事紛争審査会とさせていただきます。

 　・　受注者欄には住所、氏名を記入し、押印

	 綴じ方
 　契約書は複数を綴じるので、背の部分を袋綴じにして割印をして下さい。
 　順番は　　１．建設工事請負契約書（表紙）　２．約款　３．備考別表２　４．仲裁合意書

	 その他
 　建設リサイクル法対象について、再資源化等が完了しましたら再資源化等報告書を工事主管課へ提出


· 不明な点などがあれば，茨城町財政課契約管財Ｇまでお問い合わせ下さい。

　℡０２９－２４０－７１２３
